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附則
	（前文）

私たちのまち登別市は、カムイヌプリをはじめとする多くの山と多くの川が流れ注ぐ太平洋に囲まれ、さらにアイヌ神謡集にも謡われた自然豊かなまちです。また、登別市は、世界各国から多くの人が訪れる泉源豊富な湯のまちでもあります。
このような自然豊かなまちを後世に引継ぐことは、私たちの責任であることを市民誰もが深く認識するとともに、これからの個性的で魅力あるまちづくりを進めるためには、自己決定・自己責任のもと、市民が一体となって取組むことが求められています。
そのためには、多くの市民がまちづくりに参画できる仕組みが必要であることから、この条例を制定するものです。


【解説】
この前文は、この条例の制定の由来と理念を明らかにするものです。

自然豊かな湯のまち『登別市』を後世に引き継ぐことは私たち市民の責任であり、自己決定と自己責任のもとに市民が一体となってまちづくりに取り組むことが必要なことからこの条例を制定することを宣言しています。
第１章　総則
	（目的）
第１条　この条例は、地方自治の本旨に基づき、登別市のまちづくりの基本理念を明らかにするとともに、まちづくりの主体者である市民、市及び議会のそれぞれの役割や責任を明確にし、互いが協働して創造的、持続的なまちづくりを推進し、公正・公平・公開を原則とする市民自治の実現を図ることを目的とする。


【解説】
この条は、この条例の達成しようとする目的を明らかにするものです。
この条例においては、市民、市及び議会がまちづくりの主体者であり、市政の主権者であることと、この条例の目的が「市民」、「議会」、「市」の互いが協働し、「公正・公平・公開を原則とする開かれた市民自治の実現」であることを規定しているものです。
	●用語解説

１．市民自治の実現
憲法第９２条に規定する「地方自治の本旨」についての一般的な考え方である「住民自治」と「団体自治」の二つの意味における地方自治を確立すること。

２．住民自治
地方自治体の運営はその自治体の住民の意思にもとづき、広範な住民の参画によって行われるべきもので、地域内の課題解決をその地域の住民自らが解決を図ること。

３．団体自治
地方自治体が国から独立した団体として、団体自らの意思と責任で自治行政を行うというもの。


	（まちづくりの基本理念）
第２条　まちづくりの基本理念は、次に掲げるものとし、市民及び市はこの理念に基づきまちづくりを推進しなければならない。
（１）市民は、市民自治を実現するために自ら学び、市民の権利を行使し、まちづくりに積極的に参画するよう努めること。
（２）市は、市民の知る権利を保障するとともに、十分な説明責任を果たし、まちづくりに関する情報（以下「情報」という。）を提供すること。
（３）市は、市民の参画の意欲を高めるように啓発に努めるとともに、まちづくりのそれぞれの過程において、市民の参画の機会を保障すること。
（４）市民、関係自治体、道及び国との役割分担を明確にするとともに協働・協力によって、市の課題の解決を図ること。
（５）市は、時代のニーズに適応した政策形成を図るために、総合計画、財政運営及び行政評価等の政策活動に必要な制度の確立及び運用の原則を明らかにすること

（６）市は、市民にわかりやすい簡素で効率的な行政組織を編成するとともに、市職員の政策形成能力の育成・向上に努めること。


【解説】
この条は、第１条で規定するまちづくりの基本理念を明らかにするため、基本原則を総体的に定め、これに基づきまちづくりを推進しなければならないことを定めるものです。
第２章　情報の公開と共有
	（情報を知る権利）
第３条　市が保有する情報は市民の財産であり、私たち市民はそれを知る権利を有する。


【解説】
この条は、まちづくりに関する情報が市民の財産であることを明らかにし、市民の知る権利を保障するものです。
市民の知る権利については、市が市民に情報を提供する方法と市民が市に情報の公開を求める方法があります。情報の提供については、第４条において情報の提供について規定し、情報の公開については登別情報公開条例に定めています。
	（情報の提供）
第４条　市は、市が保有する情報を市民にわかりやすく提供するとともに、市民が迅速かつ容易に取得できるよう整理し、保存しなければならない。
２　市は、提供した情報に対する市民からの意見、提言等をまちづくりに反映するよう努めなければならない。
３　私たち市民は、提供された情報を積極的にまちづくりに生かさなければならない。


【解説】
この条は、市が保有するまちづくりに関する情報の取扱いと、まちづくりを進めるうえでの市民と市の情報の活用について定めるものです。

情報を市民に分かりやすく提供をすることは、市民がまちづくりに参画し、活発な論議をする上でもっとも大切なことです。そのため、市は市民が迅速かつ容易に取得することができるように情報を整理し、保存しなければなりません。
市は、市民の意見、提言等をまちづくりに反映するよう努めるとともに、市民は情報をまちづくりに積極的に生かさなければなりません。

	（説明・応答責任）
第５条　市は、市政運営にあたって、公正の確保と透明性の向上を図るため、市民にわかりやすく説明する責務を有する。
２　市は、市政運営に関する市民の質問等に対し、誠実に応答する責務を有する。


【解説】
この条は、市が市政運営にあたって、公正の確保と透明性の向上を図るため、市民に市の事務事業の内容を具体的に説明する責務があるとともに、質問等に応答する責務があることを定めるものです。

地方自治体は、住民からの負託に基づき市政運営を行っていますが、自らの行動に対して説明する責務があります。
	（個人情報の保護）
第６条　市は、個人の権利及び利益が侵害されることのないよう、個人情報の収集、利用、提供、管理等に関して必要な措置を講じなければならない。


【解説】
この条は、市が保有している個人情報を保護するための方針を定めるものです。
市が行政活動を進める際、さまざまな個人情報を取り扱っていますが、情報公開の求めに応じて市が保有する個人情報を公開することは個人の不利益となるおそれがあります。
そのため、市は、個人情報の提供等を行う場合の必要な措置として、登別市個人情報保護条例を制定し、個人の権利や利益が侵害されることのないよう必要な措置をとっています。
第３章　市民参画の推進
	（市民参画の権利と責任）
第７条　私たち市民は、男女の区別なく何人も自由、平等な立場でまちづくりに参画する権利を有する。
２　私たち市民は、自らの発言と行動に責任をもって、まちづくりに参画するよう努めなければならない。
３　私たち市民のまちづくり活動への参画に関しては、自主性や自立性が尊重されるものであり、何人からも不当な関与や不利益を受けない。


【解説】
この条は、市民がまちづくりに参画する権利、責任等を定めるものです。

まちづくりは、広範な市民の参加によって行われるべきものであり、市民自治の理念のもと、市民の権利として主体的にまちづくりに参画できることを保障し、また、市民のまちづくりへの参画に対する姿勢に責任を持つことを明文化しています。
まちづくりへの参画は、個人の自由意思に基づくものであり、参画することによって不当な関与や不利益を受けるものではありません。
	（参画機会の保障）
第８条　市は、市民参画によるまちづくりを推進しなければならない。
２　市は、市民参画の仕組みを明らかにし、市民が参画しやすい環境を整備しなければならない。


【解説】
この条は、市は市民がまちづくりに参画する機会を保障しなければならないことを定めるものです。

市が市民との協働のまちづくりを進める際、市民の参画の手段はいろいろ異なる方法が考えられます。例えば、ボランティア団体・ＮＰＯや町内会活動への参加、有志による美化活動、市からの求めによる施策などへの提言などが考えられます。
市がこれらのまちづくりへの参画機会を保障するため、広報紙や市ホームページなどの情報提供を充実するとともに、第２８条に規定する市民自治推進委員会の設置など、市民がまちづくりに参加しやすい環境の整備を図らなければならないことを規定しています。
	（市民投票制度）
第９条　市は、まちづくりに関わる重要事項について、直接、市民の意思を確認するため、市民投票制度を設けることができる。
２　市民投票の実施に関し必要な事項は、それぞれの事案に応じ、別に条例で定める。


【解説】
この条は、市がまちづくりを進める上で重要な政策判断が必要な事項については、市民に対する最終的な意思確認の手段として、市民投票制度を設けることができることを定めるものです。
市民投票制度を定める条例は、個別のテーマごとに、その都度条例を制定して実施する『個別型』と投票の手続などをあらかじめ条例で定めておく『常設型』の２つに分類することができます。
市民投票はその実施に際して十分な議論が必要であり、対象となる案件が幅広く、また、投票資格者の範囲を一律に決めることが適切ではないと考えられるため、この条例では市民投票の実施に関し、必要な事項は事案ごとにそれぞれ条例で定めることとしているものです。
第４章　連携と協力
	（コミュニティ）
第１０条　私たち市民は、暮らしやすい地域社会を築くために、居住地、関心又は目的を共にすることで形成されるつながり、組織等（以下「コミュニティ」という。）をそれぞれの自由意思に基づいて形成することができる。
２　私たち市民は、地域社会の担い手であるコミュニティの役割を尊重するとともに、守り育てるよう努めるものとする。
３　市は、コミュニティの自主性及び自立性を尊重しながら、コミュニティに関わる施策を推進し、必要に応じて支援することができる。


【解説】
この条は、市民自らが組織するコミュニティの果たす役割を市民自身が尊重し、育成する必要を認識するとともに、市はコミュニティの活動がよりよい形でまちづくりに反映できるよう自主性・自立性を尊重して支援することを定めるものです。

コミュニティの活動が地域の活性化につながり、また、その活動が市民同士のつながりを密接にし、まちづくりの原動力になると考えられます。
暮らしやすい地域社会を築くためには、市民が町内会やボランティア組織、各種サークル、ＮＰＯなどのコミュニティを主体的に組織することができ、活発な活動を促進する環境づくりが必要です。
	●用語解説

４．ＮＰＯ
Ｎon　Ｐrofit　Ｏrganizationの略で、民間非営利組織のこと。株式会社などの営利を追求する企業とは異なり、営利を目的としない組織。


	（市外の人々との連携）
第１１条　私たち市民は、福祉、環境、経済、観光、教育、文化、学術、芸術、スポーツ等の様々な分野に関する取組を通じて、市外の人々と連携・協力するとともに、市外の人々の意見や提言等をまちづくりに活用するように努めなければならない。

	


【解説】
この条は、市民が行う様々な分野の主体的な取組みについて、市民同士のつながりに留まらず、行政区域を越えた市外の人々との連携・協力を行い、そこから生まれる意見や提言をまちづくりに有効活用していくことを定めるものです。

まちづくりを進める際、地域に暮らす市民の活動から生まれる意見や提言はとても重要ですが、観光客をはじめ、市外でコミュニティ活動などを行っている他地域の住民の経験等に基づく意見や提言は有用であり、まちづくりの飛躍につながるものです。
	（国及び関係する自治体等との連携）
第１２条　市は、まちづくりを進めるにあたり、国及び関係自治体等との連携・協力に努めなければならない。


【解説】
この条は、市は、まちづくりを進めるにあたり、行政区域を越えた共通の課題の解決等を図るため、国や関係する自治体等との連携・協力に努めなければならないことを定めるものです。

地方分権の進展に伴い、地方自治体は自主自立が求められており、各自治体は持てる財源や地域資源を有効に活用する必要があります。
そのため、一つの自治体のみで地域住民の福祉の向上を図るよりも、他の自治体や国と連携して事務事業を進める方が効率的で質の向上を図ることができる場合があります。
	（国及び道への意見・提案）
第１３条　市は、国及び道と対等・協力の関係にあることを踏まえて、自らの公共課題の解決を図るとともに、市の自主的、自立的発展のために、国及び道に対して政策及び制度の改善等に関する意見・提案を積極的に行うものとする。


【解説】
この条は、国及び道と対等・協力の関係、いわゆる「パートナーシップ」の関係のもと、自らの公共課題の解決を図るとともに、市の自主的、自立的発展のため、国及び道に対して政策及び制度の改善等に関する意見・提案を積極的に行うことを定めているものです。

いわゆる地方分権一括法の施行に伴い機関委任事務が廃止され、国と地方との関係が制度的にも「対等・協力」と位置付けられることとなりました。そのため、地方自治体は自己決定・自己責任の原則の下で、より地域の実情に応じた行政運営を行うことが求められ、また、都道府県と市町村の関係についても、都道府県と市町村との対等・協力の関係の下で、地方分権型社会にふさわしいパートナーシップの構築が求められています。
	●用語解説

５．地方分権一括法
正式には「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」といい、地方分権を推進するために４７５本の法律を一括改正する法律で、平成１１年７月８日に国会で成立し、同年７月１６日に公布され、そのほとんどが平成１２年４月に施行されました。

６．機関委任事務
国から委任された事務で、地方自治体が代行するもの。


	（国際交流活動）
第１４条　市民、市及び議会は、国際社会における自治体の責任と役割を深く認識し、まちづくりにおける国際的な交流・連携に努めるものとする。


【解説】
この条は、まちづくりの主体者である市民、市及び議会は、国際社会における登別市という自治体としての責任と役割を深く認識し、まちづくりにおける国際的な交流及び連携を図るよう努めることを定めるものです。

交通機関や情報機器の発達により、海外との接点を持つことが容易になった今日、平和、人権、環境、エネルギー等の地球規模の諸問題についての対応が地方自治体においても重要性を増してきており、異なる歴史・文化を持つ人々と交流の輪を広げ、一人ひとりが国際理解を深める必要があるとされています。
第５章　行政の政策活動
	（総合計画）
第１５条　市は、市の将来のあるべき姿を明らかにする基本構想及び基本構想を実現するための基本計画（以下「総合計画」という。）を広く市民の参画のもとに策定しなければならない。
２　基本計画を具体的に実施するにあたり、実施計画を策定する。
３　実施計画は、行政評価や財政状況を踏まえて策定しなければならない。
４　実施計画において実施する政策は、一覧表で表示するとともに、市民にわかりやすく公表しなければならない。
５　総合計画以外に特定の政策分野における基本的な方向を明らかにする個別計画等を策定する場合は、総合計画との整合性を図るものとする。


【解説】
この条は、まちづくりを進めていくための指針である総合計画の策定にあたって、市民参画のもとに行わなければならないことを定めるものです。
また、実施計画策定の際は、基本計画を具体的に実施するため、社会経済情勢等を捉え、時代のニーズに的確に対応する実施計画の策定についての方針を定めるとともに、他に計画を策定する必要が生じた場合は、市の計画として最上位にある総合計画との整合性を図ることを定めているものです。　
市は、市民との協働のもと、「人が輝き　まちがときめく　ふれあい交流都市　のぼりべつ」をキャッチフレーズに、平成８年度を初年度とする総合計画を策定しました。
この総合計画は、市民の意識調査や各種団体や審議会から提言をいただくなど、多くの市民が参画した計画で、その根幹となる基本構想では、登別の５０年後を想定したまちの姿が描かれています。
基本計画は、基本構想を実現するために１０年間に行うべき施策の方向を示したもので、実施計画は基本計画に沿って具体的に進める毎年の施策事務事業を積み上げて策定する計画で、３～４年間に行う具体的な事務事業が示されています。
	（財政運営等）
第１６条　市は、財政運営にあたって、常に健全財政を旨とし、最少の経費で最大の効果をあげるように努めなければならない。
２　市の予算は、財政状況を勘案し、市民の意向を踏まえて編成しなければならない。
３　市は、毎年、収支や財産、負債などを含む財政状況を公表しなければならない。
４　市は、市民負担のあり方や市有財産の活用等の検討とともに、市の自立的な財政基盤の強化に努めなければならない。


【解説】
この条は、市の財政運営にあたって、市税等の貴重な財源を効果的に活用するよう努めなければならないことや、市民の意向を踏まえた予算編成、財政基盤の強化について定めるものです。

財政状況の公表については、地方自治法及び条例により、収入及び支出の概況、住民の負担の状況、公営事業の経理の概況、財産・公債及び一時借入金の現在高などを住民に公表しなければならないものとされています。
	（行政評価）
第１７条　市は、行財政運営を効果的、効率的に行うとともに、透明性を高め、説明責任を果たすため、市民参画による行政評価を実施しなければならない。
２　市は、行政評価について、できる限り客観的な手法を用いて実施することとし、その結果を公表するとともに、まちづくりに反映させるものとする。


【解説】
この条は、市の行財政運営に関する市民への説明責任の一環としての行政評価について定めるものです。

行政評価は、行財政運営を効果的、効率的に行うとともに、市がどのような目的や目標をもち、現状はどのようになっているのか、これからどのように行政活動を進めていくのかなどを市民に説明するとともに、市民の声を行財政運営に反映するため、市民参画による行政評価の必要性を示しています。
第６章　行政組織と職員
	（行政組織の編成）
第１８条　行政組織は、市民にわかりやすいものであると同時に、社会経済情勢等の変化に的確に対応できるよう編成しなければならない。
２　市は、職員定数の適正化計画を定め、効果的、効率的な行政運営に努めなければならない。


【解説】
この条は、市の行政組織の編成の基本方針について定めるものです。

本格的な地方分権に的確に対応し、市民の福祉向上を図るためには、簡素で効率的な行政システムを確立していく必要があります。
また、職員定数の適性化を図り、少数精鋭での行政事務・事業の執行が必要となることから、機動的・弾力的な行政運営を可能とし、政策課題に対応した市民にわかりやすい組織としなければなりません。
市は、部の統廃合を行うとともに、課や係を廃止してグループ制を導入し、さらに流動体制を採用し、事務事業への柔軟な対応に努めています。
	（危機管理）
第１９条　市は、災害等から市民の生命、身体及び財産を守るために、市民、関係機関との連携・協力及び相互支援による危機管理体制の構築に努めなければならない。


【解説】
この条は、危機管理の方針として、災害等から市民の生命や財産等を守るため、不断に市民、関係機関との連携・協力等による危機管理体制を構築することを定めるものです。

近年、全国各地で地震や大雨などによる災害が発生し、大きな被害を出しています。それらの自然災害の被害を最小限に食い止めるため、危機管理体制の構築が求められています。
市は、それらの災害を想定した訓練を行うため、警察署や病院、町内会などの関係機関の参加を得ながら総合防災訓練を行っています。
また、災害による被害を最小限に食い止めるためには、地域住民が自分たちのまちは自分たちで守るという自覚のもとに組織する『自主防災組織』などの活動が不可欠です。
	（職員）
第２０条　市は、時代の変化により生じる政策課題を解決するため、職員の政策形成能力の育成・向上を図る研修の充実に努めなければならない。
２　市は、職員が市民とともにまちづくりに参画する環境の整備に努めなければならない。


【解説】
この条は、市が時代の変化に対応できる職員を育成するため、政策形成能力等の研修を充実させることを定めているほか、職員は市民とともにまちづくりを進める使命があることから、市は職員がまちづくりに参画できる環境の整備に努めることを定めるものです。

市民ニーズの変化や地方分権の推進により、市職員が職務を遂行するためには幅広い知識や政策形成能力が求められています。
地方公務員法では、職員にはその勤務能率の発揮及び増進のために、研修機会を保障していますが、研修のみならず自己研鑽が必要であることは言うまでもありません。
	（出資団体等）
第２１条　市は、出資や補助、事務事業の委託または職員を派遣している団体に対し、必要に応じて、当該団体の運営体制等に関する情報の開示を求めることができる。
２　前項の場合において、当該団体は市に協力しなければならない。


【解説】
この条は、市が出資等をしている団体に対して、法で定めがあるほか、必要に応じて当該団体の運営体制、事業展開、経営状況等に関する情報の開示を求めることができるともに、当該団体はその情報の提供に協力しなければならないことを定めるものです。

市は、市民ニーズに幅広く対応するとともに効率的な行政運営を行うため、事務事業の委託や関係団体の活動の支援を行っています。
第７章　議会の役割
	（議会の役割と責務）
第２２条　議会は、広い視野に立ってまちづくりの課題を明らかにし、自由に議論をするよう努めなければならない。
２　議会は、市民を代表して最終的意思を決定する議決機関として、市民の意思が市政の運営に反映するよう活動しなければならない。
３　議会は、市民のニーズに対応した政策立案に積極的に努めなければならない。
４　議会は、市の事務事業が公平・効率的に執行されているかどうか、市民の立場に立って監視し、けん制しなければならない。
５　議会は、議会改革に努め、議会の持つ情報を市民と共有できるように努めなければならない。


【解説】
この条は、議会の役割と責務について定めるものです。

議会は住民の意思を代表・決定する合議制の意思決定機関で、地方自治体の意思は住民に代わって議会によって決定されます。
地方自治法では、議会の果たすべき役割や執行機関である地方自治体との関係がうたわれていますが、広い視野に立ってまちづくりの課題を明らかにし、自由に討議するよう定めるとともに、意思決定、政策立案、監視機能、情報公開について努めるようあらためて責務として規定しているものです。
第８章　市民、市長、議員及び職員の責務
	（市民の責務）
第２３条　私たち市民は、まちづくりの主体であることを認識し、互いに協力・助け合いながら、まちづくりの基本理念に基づき、市との協働のまちづくりを進め、市の発展に寄与するよう努めなければならない。


【解説】
この条は、市民の責任を定めるものです。

地域のまちづくりは、住民の参加によって為し得るという住民自治の考えを再確認するとともに、まちづくりの主体的な担い手は市民であるということ、また、互いに協力し、助け合うなど思いやりを持って、一人ひとりが市と協働して市の発展に寄与していかなければならない責務が市民にあることを規定しているものです。
	（市長の責務）
第２４条　市長は、まちづくりの基本理念を遵守し、市民とともに自主・自立のまちづくりの推進に努め、市民の負託に応えなければならない。


【解説】
この条は、市長の責務を定めるものです。

市長は、市民の負託に基づく市政を運営する市の代表として、この条例に定めるまちづくりの基本理念を遵守し、市民とともに住民自治を進めるべきものであることを規定しているものです。
	（議員の責務）
第２５条　議員は、この条例に定めるまちづくりの基本理念を遵守し、市民の福祉向上に努めなければならない。


【解説】
この条は、議員の責務を定めるものです。

議員は、選挙を通じて住民によって選ばれ、意思決定機関である議会を構成する住民の代表者です。住民の代表者たる議員の責務として、この条例に定めるまちづくりの基本理念を遵守し、市民の福祉向上に努めなければならないことを規定しているものです。
	（職員の責務）
第２６条　職員は、その職責が市民の信託に由来することを自覚し、この条例に定めるまちづくりの基本理念及びこれに基づいて創設される制度を遵守して職務を遂行しなければならない。
２　職員は、まちづくりを推進するため、その活動に積極的に参画するよう努めなければならない。
３　職員は、まちづくりの課題を解決するため、必要な知識、技能の習得に努めなければならない。
４　職員は、他の職員が市の行政執行の公正を妨げ、市政に対する市民の信頼をき損するような行為を行っていることを知ったときは、その事実を市長に報告しなければならない。


【解説】
この条は、市の職員の責務を定めるものです。

地方自治法及び地方公務員法において、職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないとされています。
市の職員は、この条例に定めるまちづくりの基本理念を遵守し、まちづくりに積極的に参画することや自己研鑽に努めなければならない責務があり、また、他の職員が法令等に違反していることが分ったときには市長に報告する義務があることを規定しているものです。
第９章　最高規範性と市民自治推進委員会
	（最高規範性）
第２７条　この条例は、市が定める最高規範であり、市は、他の条例、規則等の制定改廃にあたって、この条例の趣旨を尊重し、整合性を図らなければならない。


【解説】

この条は、この条例が市が定める最高規範であり、市が制定改廃するすべての条例や規則等において、規範となるべきものであることを定めるものです。
地方自治法において、地方自治団体は、住民福祉の向上を目的として地域における事務を処理する権能を有するとされています。市が事務を行う際、この条例の趣旨に添って整合性を図らなければならないことを規定しているものです。
	（市民自治推進委員会の設置）
第２８条　この条例の目的を達成するため、市に登別市市民自治推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　委員会は、次に掲げる事項について協議する。
（１）市民自治の推進に関すること
（２）市民と市の協働のあり方に関すること
（３）市の進める事務・事業に関すること
（４）この条例の見直しに関すること
（５）その他
３　前２項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。


【解説】
この条は、協働のまちづくりを推進するための広範な市民参画の場として設置する「市民自治推進委員会」について定めるものです。
この委員会は、これまでのような特定の目的のための委員会ではなく、市政全般にわたるもので、市民と行政の協働のまちづくりを推進する重要な委員会です。
第１項は、この条例の目的である「公正・公平を原則とする開かれた市民自治」の達成に向けて、「市民自治推進委員会」を設けることを定めているものです。
第２項は、委員会は、市民自治の推進、市民と協働のあり方、条例の見直し等について、協議することを規定しているものです。
「市と市民との協働のあり方」や「市の進める事務・事業」の項目では、市民自治推進委員会が、自分たちのまちづくりは自分たちで進めるという市民自治の趣旨を踏まえ、市民と市がどのように協働していくか、また、市の事務・事業に対して検証・提言することを協議するものとして規定しているものです。
「条例の見直し」の項目では、時の経過によって本条例が形骸化することも考えられるため、市民で組織される「市民自治推進委員会」が条例の見直しについて協議し、提言していくことを規定しているものです。
第３項は、委員の任期など委員会の詳細については、市長が別に定めることとしているものです。
	附　則
この条例は、公布の日から施行する。
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